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新型コロナウィルス(COVID-19)の感染拡大による国内経済及び社会への影響に対応するため、「厳重

特殊伝染性肺炎予防及び救済振興特別条例」(以下、”救済条例”)第4条第3項に基づき、「厳重特殊伝

染性肺炎による従業員の防疫隔離休暇の給与費用倍額控除細則」が制定されました。2020年度及び

2021年度の営利事業所得税額控除の概要は以下の通りです。

次ページに続く…

COVID-19 関連法令(三)

給与費用倍額控除

項目 適用細則 概要

施行期間 §7 救済条例の実施に合わせ、2020/01/15から適用。

支払給与の

定義

§2 給与、俸給、賃金及びその他業務に従事し得られる経常性給与。ただし、所得

税、保険費用及び労働組合(同業組合)会費の控除はしない。

(営利事業所得税監査準則第71条の定義をご参照ください。)

控除年度 §3 当年度営利事業所得額から控除する。

控除金額

(支払給与

の200%)

§4 1. 従業員の休暇期間に支払った給与金額は、政府補助金分を控除しなければ

ならない。且つ税務当局の査定額に基づく。

2. 所得税法第24条規定より計算する所得額をゼロを限度に減額する。前述の

所得税法の規定に基づき計算した所得額がマイナスになる場合、倍額控除

は適用できない。

(即ち、収入から各種の原価費用、損失を差し引いた後の数字がプラスになる

場合、当該金額を控除上限額とする。)

租税優遇の

重複適用は

不可

§4 すでにその他の租税優遇が適用されている場合、重複して適用することができ

ない。

(例：研究開発業務に従事する正社員の給与支出にすでに研究開発支出の投

資控除優遇が適用されている場合、当該優遇を受けることは出来ない。)
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項目 適用細則 概要

申請添付

書類

§5 1. 従業員が在宅隔離、在宅検疫、集中隔離或いは集中検疫を受け防疫隔

離休暇を取得する場合：

1.1防疫隔離休暇の申請書、休暇申請記録或いはその他証明書類。

1.2各級衛生主務機関より発行した在宅隔離/在宅検疫/集中隔離/集中

検疫等の通知書及び証明書類等。

2. 自身で生活が出来ない隔離者や検疫者の家族の介護のために防疫隔

離休暇を取得する場合：

2.1防疫隔離休暇の申請書、休暇申請記録或いはその他証明書類。

2.2被介護者が前述の第1点1.2規定に適合する関連証明書類。

3. 中央流行疫情指揮センター指揮官による対応処理指示のため休暇を取

得する場合

3.1休暇申請書、休暇申請記録或いはその他証明書類。

3.2中央流行疫情指揮センター指揮官による対応処理指示に応じた休暇

申請の証明書類。

罰則 §6 給与費用が虚偽申告である場合の処罰：

1. 所得税法第110条の税額の過少申告・申告漏れ関連規定に基づき処理され

る。

2. 税金徴収法第48条第1項の奨励優遇の停止並びに税金の追徴関連規定に

基づき処理される。

注意事項 基本所得額の計算に算入するか否かはまだ確定していない。
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